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１．研究の概要 

この研究は、災害対応、環境保全、情報公開の観点から、総合的な国土管理を支援する

ため、情報技術（ＩＴ）の具体的な活用手法を構築する研究である。 
内容としては、大別して、つぎの３課題から構成される。 

（１） 災害時の被害を最小化することを目的とした迅速な情報収集・伝達技術、被害の予

測・推定技術、情報の表示・登録技術に関する研究 
（２） 良好な生活環境や地球規模の環境保全を支援するための環境モニタリング技術、環

境影響度の分析、予測技術に関する研究 
（３） 防災分野・環境分野の国土管理情報を円滑に運用するための共通の情報基盤構築技

術、関係機関との情報共有技術､国民への情報公開技術に関する研究 
 

２．研究の背景 

国土交通省の施策の一環として、総合的な国土マネジメントの実現が掲げられており、

国土交通省技術基本計画において、国土基盤の適切な保全と利用により、安全な生活空間

と豊かな環境を実現するための技術開発課題のひとつとして、ＩＴの活用手法の構築が位

置づけられている。 
この研究の背景としては、社会政策的な要請として、国土管理のためにＩＴの活用手法

の研究開発に優先的に取り組むべき次のような課題がある。 
（１） 近年の異常気象とともに局地的な自然災害が多発しており、災害時における被害状

況の把握、災害情報の伝達等により、被害を軽減する対策が急がれている。 
（２） 国民の生活環境への意識が多様化する一方で、京都議定書で我が国の環境に対する

責任が明確化され、自然環境の観測、環境情報の共有化が求められている。 
（３） 情報の積極的な公開・提供による国民への説明責任の履行と行政サービスの向上の

ため、国民の要望に直結する情報の双方向性を高める必要がある。 
上記の課題解決に向けた個々の施策は、いずれもＩＴ技術のアプリケーションにより実

現するものであり、活用の場面、条件は個々に異なるものの、源泉となる要素技術はいず

れも共通するものである。そのため、各課題を個別に研究するよりも、関連する課題間の

相互連携により、総合的に研究することで、より効率化・重点化が促進されるとともに、

相互の整合性を確保しつつ、より網羅性を発揮することが期待される。 
この意図に従って、防災情報管理および環境情報管理の個々のアプリケーションシステ

ム系の研究と、双方が共通して立脚する観測・情報提供の基盤系の研究とをひとつのプロ
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 ジェクトとして一貫した総合的な研究体制のもとで実施したところである。 
 

３．研究の成果目標 

この研究の最終的な成果として、防災系・環境系の２分野の研究と、それぞれを構成す

る課題を連携させた共通基盤系の研究により得られた次に示す３つの総合研究について、

それぞれ技術指針ないしシステム仕様としてとりまとめることにした。 
 

（１） 災害時の被害を最小化するための総合研究の成果目標 
この総合研究は、大規模な地震災害、洪水災害、火山土石流災害における被害の予測、

推定を行うことにより、避難活動などに有用な判断情報を提供し、災害対策・復旧活動に

必要な情報を、発災直後に解析・表示する技術のほか、関連防災機関が個々に保有する異

なるプラットホーム上の災害情報を相互に検索・閲覧するための情報共有化技術やモバイ

ル端末を利用した現場での情報取得手法など、災害情報の取得、解析、共有にかかわる一

連の災害対策をＩＴを軸に再構築するための技術指針またはシステム仕様のとりまとめを

成果目標とする。具体的な構成課題は次の通りである。 
・災害等に対応した人工衛星利用技術に関する研究 
・氾濫解析データの作成手法と内水・外水の同時解析モデルの構築 
・氾濫予測用航空レーザスキャナのデータ標準の構築   
・リアルタイム火山ハザードマップの作成  
・災害情報システムの必要機能の明確化・災害対応業務モデルの構築 
 

（２） 良好な生活環境と地球規模の環境保全のための総合研究の成果目標 
この総合研究は、地球温暖化などの新しい観測需要に応えるために、従来にはない新し

い観測機能を搭載した地球観測衛星のモニタリング技術（高分解能光学センサー、合成開

口レーダＳＡＲ、ハイパースペクトルデータなど）を活用した総合的な環境観測技術の構

築を行い、都市部における緑化・植生分布の変化、水害・土砂害などの災害リスクの変動

などを定量的に衛星観測データから抽出するための技術仕様など、環境情報の取得、解析

をＩＴを軸に再構築するための技術指針またはシステム仕様のとりまとめを成果目標とす

る。具体的な構成課題は、次の通りである。 
・リモートセンシング技術による都市緑地環境のモニタリング手法の構築 
・水害リスクの評価に必要な土地被覆状況等の把握手法の構築 
・グランドトゥルースデータを活用した土砂移動現象把握手法の開発 
・衛星データの精密幾何補正、自動補正アルゴリズムの開発 
 

（３） 国土管理情報を円滑に運用し情報公開するための総合研究の成果目標 
この総合研究は、防災系／環境系に共通して活用される観測衛星によるリモートセンシ

ング技術、道路管理、河川管理、災害管理、環境管理などで目的別に運用される個別の情

報を共通利用するための統合的な情報基盤の構築技術、観測情報を収容し関連情報との相

互利用を可能とするＧＩＳの情報管理技術、実際の維持管理に必要な位置情報を自動取得

し効果的に利用する技術、ＣＡＬＳ／ＥＣにより電子納品されるＣＡＤデータからＧＩＳ

データを抽出・展開する利用技術など、国土管理情報の観測、利用全般にわたる共通基盤

システムについてＩＴを軸に再構築するための技術指針またはシステム仕様のとりまとめ

を成果目標とする。具体的な構成課題は次の通りである。 



・先端技術を活用した国土管理情報基盤の開発 
・建設ＩＴの高度化に向けたＣＡＤ標準化技術の開発 

・ＧＩＳを活用した次世代情報基盤に関する研究 
・ハイブリッド型高精度位置特定技術仕様の作成 
・異なるシステムを共通環境で利用するデータ連携手法の構築 
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４．研究の成果の活用方針 

このプロジェクト研究成果の活用方策としては、（１）国土交通省の行う国土管理の実務

において、ＩＴを具体的に導入し活用していくための先導的で統一的な技術基準あるいは

ガイドラインとして位置づけていく方策と、（２）国のｅ－ｊａｐａｎ戦略の一環として、

公共事業分野においてＩＴ研究に果敢にとりくむイノベータとして、民間企業や大学など

の技術開発・研究分野の啓発に活用するとともに、国民生活の安全性・快適性の向上に技

術的に貢献する社会政策的な役割を発揮する方策がある。以下に、その内容を示す。 
 

（１） 国土管理業務のＩＴ化のための先導的・基盤的な成果の活用 
国土管理の現場で共通に活用される情報基盤として、個別のＩＴを平易に解説し、実務

者が容易に導入できることを目的に、技術基準及びガイドラインを作成する。このプロジェ

クトは、今後、国土交通省がＩＴに取り組む先導的な役割を担うものであるので、ここか

ら派生する多くの関連研究に、共通に活用できる基盤技術の集大成とするものである。 
また、防災業務・環境業務の個別の管理業務に研究成果を普及推進するうえで、標準仕

様を作成し、利用・運用マニュアルを体系化する。これにより、現場が異なっても観測精

度の均一性を保ち、運用効率の向上やコストの縮減などの効果が得られる。 
以下に、具体的な成果の活用項目を示す。 
①. インターネットやモバイル技術等の情報通信標準仕様 
②. 発生情報を地図座標系に集約・共有・流通を図るためのＧＩＳ技術標準 
③. 広域的な国土状況を監視・収集するリモートセンシング技術ガイドライン 



 ④. 国土管理情報を管理者相互で共有し、国民に提供するための情報基盤技術指針 
⑤. 災害情報の迅速な収集、被害予測、情報提供等による危機管理技術マニュアル  

⑥. 環境境モニタリング情報の収集・分析、環境アセスメント情報の解析・提供、地球

温暖化モデリング情報の利活用による環境観測システム仕様 
 

（２） 国土管理の行政・研究における異分野技術導入にむけた社会政策的な成果の活用 
国の研究機関として、このような新しい技術分野の研究開発に臨むことにより、このプ

ロジェクト研究の成果に基づき、防災、環境、情報公開などの行政の場でも、ＩＴを活用

した、事象の把握・計測・伝達・表示などの技術が行政判断の手法として、実用化されて

いくことや、民間企業や大学などでの研究課題として国土管理へのＩＴ活用が取り上げら

れていくパイロット的な役割を果たす効果が得られる。以下にその内容を示す。 
①. ＩＴという従来の土木工学中心の研究体制からすると異分野の技術に対して、具体

的な開発目標を民間企業や大学などに提示することにより、新しい研究へのモチ

ベーションを高めることに発展し、さらに、公共事業では未開拓の分野である情報

の標準化を推し進めることで、共通の基盤で産官学の情報開発が可能となるなど、

政府の高度情報化計画（ｅ－ｊａｐａｎ計画）との相乗効果や公共事業のコスト縮

減効果が発揮されることを課題とする。 
②. 災害被害の軽減、良好な環境の創成、国民への情報提供、という新たなＩＴの活用

分野を、この研究を通じて提示することにより、民間企業や大学において、これら

の課題に向けた、具体的なアプリケーション技術や実用システムが開発される端緒

となるばかりでなく、現場での活用を前提とした国土情報共有・提供システム、Ｇ

ＩＳ高度利用システム、リアルタイム災害情報システム、災害対策支援システム、

衛星モニタリングシステム、生態情報システム等のそれぞれに組み込んで活用する

アイデアが、民間企業や大学の技術者・研究者に自発的にめばえ、直接、現場のニー

ズに即した提案活動に発展していくなど、IT 活用に関する意識の啓発がなされるこ

とに重点を置く。 
③. 国土交通省としても、従来から、実際の国土管理において応用・適用されること目

標にした現場解決型の研究開発を思考してところであるが、このようにかつてなじ

みの薄い技術分野における、この手法の対応可能性が具体的に示されたことで、今

後、新しい技術潮流にも積極的に取り組んでいくひとつのモデルとなる事を期待す

る。 
 

５．研究内容 

（１） 災害時の被害を最小化するための総合研究 
平成１５年度から平成１６年度にかけて、地震災害、洪水災害、火山土石流災害などに

際し、発災直後に、災害情報を把握し、中央・地方で共有し、迅速的確な対策を支援する

手法について、総合的に研究を行ったものである。 
洪水災害に対しては、氾濫解析データの電子的に作成する手法、内水・外水とを同時に

解析する災害モデルの構築手法、氾濫予測用の地形データを作成するための航空レーザス

キャナのデータ標準の構築を行っている。 
火山・土石流災害に対しては、リアルタイムに火山ハザードマップを作成する手法の開

発を行っている。 
また、地震災害に対しては、災害情報システムの必要機能を明確化するために災害対応



業務モデルの構築を行うとともに、異なる情報システムを共通環境で利用するためのデー

タ連携手法の構築に関する研究を行っている。具体的な内容は次の通りである。 
 

 

AB C DEFG H IJ KLMN  OP QR STUV  

1 23 45 678 00 9 01 2 34 5

2 3 45 678 90 1 2 45 6 15 8

3 3 61 665 40 2 3 2 1 2578

4 5 84 695 20 5 65 4 36 9

5 16 621 00 6 98 6 2485

6 3 69 632 80 1 0 1 4 69 5

7 12 40 693 60 5 33 6 8512

8 2 03 690 00 8 154 7 36

9 3 21 610 00 3 12 5 55 0

10 10 25 635 20 1 9 11 2 4588

11 2 01 625 90 2 36 1 2

12 3 25 635 80 4 11 2 36 9

13 6 51 639 70 7 15 4 1254

14 3 61 647 80 9 336 9 1 2589

15 3 90 681 00 1 4 12 4 21
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災害対策本部・関係機関

整備局
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災害時の被害を最小化するための総合研究

ＣＣＴＶ

ＴＭ

国土管理情報基盤による利活用  
 

①. 災害等に対応した人工衛星利用技術に関する研究 
この研究は、洪水・土砂災害などの災害時の状況把握のため、植生や土壌分布などの

土地利用状況の把握のためなど、広域的な地上災害や環境の状況を監視衛星を活用した

リモートセンシング技術により映像として把握するために、必要となる諸要件を明確化

し、要件に合致するように入手した観測データを加工する手法を明らかにするものであ

る。 
具体的成果としては、衛星データから誤差や目的外事象を、実用的なレベルにまで削

減するために、補正処理の基本的な枠組みを、国土管理分野では、他に先駆けて明らか

にし、土地被覆分類の処理手法、植生・土地利用・土壌分布の判定手法、洪水観測・地

すべり観測への応用手法、水質・濁度監視への応用手法、地形図・植生図との合成手法、

水温の抽出手法、高度の抽出手法などと組み合わせることにより、容易に、実管理業務

に衛星観測画像を活用する手法を提供することが挙げられる。 
この研究は、平成１３年度に終了し、静止観測衛星、巡回監視衛星などの提供する情

報通信サービス、地球観測サービスを活用した、道路・河川などの平時利用、災害時の

緊急対応などの高度化を図る手法について、総合的な活用要領として、「衛星データ利

用マニュアル」がまとめられ、地方整備局に配布され実際の利用に参考とされている。 
 

②. 氾濫解析データの作成手法と内水・外水の同時解析モデルの構築 
この研究は、内水・外水同時氾濫解析を行うために必要となる、解析用データの標準

化を行うものである。河川施設の評価にあたっては、各河川におけるモデルやデータ構

造等に共通性汎用性がないため、検証に膨大なコストと労力を要し、また河川ごとの比

較・検討等が十分に行えないため、この課題の解決に有効な解析データの標準化を内容

とする。 
具体的な内水・外水同時氾濫解析可能なモデルとしては、都市域の外水・内水氾濫解



析モデルであるＮＩＬＩＭ２(New Integrated Lowland Inundation Model２)モデルを

研究開発した。このモデルの構成は次の通りである。 
①有効降雨モデル、②地表面雨水流下モデル、③排水路内追跡モデル、④地表面湛水モ

デル、⑤地表面氾濫モデル、⑥河道・破堤モデル 
平成１５年度には、主に、氾濫解析に必要なデータの抽出、氾濫解析に必要なデータ

を確認・整理するとともにデータ項目の抽出を行った。また、内外水氾濫の現象調査及

び浸水データ収集整理を行うとともに、実際に氾濫した現場での実現象とモデルと検証

用データの収集と整理を行った。さらに、内水・外水同時氾濫解析モデルの試作および

都市域における内水氾濫および外水氾濫の同時解析が可能な新たなＮＩＬＩＭ２(New 
Integrated Lowland Inundation Model２)モデルのプロトタイプを作成した。 
平成１６年度には、引き続き、解析用データのデータ構造の標準化をおこなったうえ

で、下記にしめす項目の氾濫解析に必要なデータの標準化を行った。 
 

 
 
また、内水外水の同時解析モデルの適用性検討及びモデルの課題を抽出し、福岡県の

御笠川における平成１５年７月の集中豪雨をモデルケースとしＮＩＬＩＭ２の適用性

を検証し、モデルの課題を抽出した。 
また、平成１６年度までの研究により、解析データの標準化を行うことができとこと

から、これを踏まえてガイドラインを作成する予定である。 
 

 

③. 氾濫予測用航空レーザスキャナのデータ標準の構築 
この研究は、航空レーザスキャナにより得られる地盤高データを利用し、河道形状や

氾濫原形状等を推定できるデータの作成方法を明らかにするものである。この研究の背

景には、河川管理の現状として、氾濫解析に必要な地形データが完全に整備されている

河川が少ないことが挙げられる。そこで、この研究では、全体を代表するモデル河川を

設定したうえで、そのデータの作成方法の検証を行い、航空レーザデータを用いた河道

の横断形状と氾濫原形状等の作成方法を一般化し、多くの河川で実用的な氾濫予測用の

地形データを作成できるようにガイドラインを作成することとしている。 
このガイドラインが対象とするデータは次の通りである。 

（１） 河道形状  ・横断データ（法肩、法尻、低水路肩、小段、水際線、中州等） 
・堤防天端高 

（２） 氾濫原形状 ・流下型氾濫原形状 
・貯留型氾濫原形状 

（３） 越流堤形状 ・越流堤諸元（越流堤高、越流堤幅、越流堤高さと堤内地落差等） 
（４） 河道内植生 ・植生（樹林地）境界 



 ・植生（樹林地）高さ 

平成１５年度には、河川を対象にした航空レーザデータによる計測の課題等の整理をし

たうえで、航空レーザで取得できない水面下の断面推定方法の検討および利根川等に

おける航空レーザ計測を実際行い、現時点での観測手法の性能を確認した。 
平成１６年度には、引き続き、航空レーザデータの加工方法を検討し、その検討結

果から、実際の業務で活用するための航空レーザデータ加工ガイドライン（案）を作

成した。また、同時に、データ構造の標準化仕様の作成を行った。 
 

④. リアルタイム火山ハザードマップの作成 
この研究は、火山活動の進行に応じて火山ハザードマップの見直し作業を随時、可能

とする作成システムの開発を行うものである。実際の火山災害では、ある想定の元に平

常時に作成された火山ハザードマップは、噴火活動によっては想定外の位置に噴火口が

出現したり、地殻変動により地形が大きく変化したりする場合が生じており、ハザード

マップ作成の前提となった諸条件が大幅に崩れることがあるからである。 
そこで、平成１５年度において、まず、平常時に作成された火山ハザードマップが噴

火後に見直しが必要となる状況を分析した結果、その主な原因として、①現象・規模・

噴火口の位置が変化、②山体が変化（地形変化、裸地の出現等）することを明らかにし、

その原因に基づき、この２つの状況に対応したシステムの開発条件を整理した。 
平成１６年度には、第１原因である「現象・規模・噴火口の位置の変化」に対して、

噴火規模等を複数想定した上で事前に作成したハザードマップを管理するプレアナリ

シス・システムを開発した。また、第２原因である「山体の変化（地形変化、裸地の出

現等）」に対して、噴火後に取得した地形データにより氾濫シミュレーションを行うリ

アルタイムアナリシス・システムを開発した。 
 

⑤. 災害情報システムの必要機能の明確化・災害対応業務モデルの構築 
この研究は、地震災害などの大規模な自然災害の対応を円滑に行うために情報システ

ムを駆使することを目的に、情報システムが組み込まれた災害対策業務の標準的な業務

モデルを情報の利活用という観点から構築し、モデル上で災害情報の流れを再現するこ

とでシステムの必要機能の明確化をおこなうものである。 
平成１５年度には、実際の災害時に情報の利活用の実態をタイムテーブル上に再現し、

（１）現場と中央相互、および（２）現場の関連機関相互の２つの情報の流れにそって、

現状の抱える課題を抽出し、具体的に共有すべき情報の内容（項目、精度、量、時間な

ど）の諸条件を定量的に把握する研究を実施している。 
平成１６年度は、引き続き、実際の災害対応にあたって情報システムを活用し、迅速・

正確に情報共有ができるように、現状の災害対応の情報システムの構成を踏まえた改善

案等の検討するため、中部地方整備局の実システムを対象に業務分析を行った。道路・

河川などそれぞれに構築している情報システムを連携して、地震災害対策などに際し、

総合的な判断情報を効率的に取得するための手法など、具体的な改善方策を明らかにし

たところである。 
なお、この研究は、関連部局の情報共有を目的とすることから、学識経験者を含めた

検討委員会を設置したうえで、国土地理院および中部地方整備局と連携して、共同研究

体制を敷いて実施してきている。 
 

（２） 良好な生活環境と地球規模の環境保全のための総合研究 



この研究は、平成１４年度から平成１６年度にかけて、従来にはなかった新たな高性能  
能センサーと情報通信技術を搭載した観測衛星を活用した災害対策および環境保全分野

で 
の情報利活用モデルの開発を行ったものである。新たな衛星センサーとしては、高分解能 
光学センサーや合成開口レーダ（ＳＡＲ）を対象としており、この２、３年間に日米欧で 
打ち上げられサービスが開始しているものを想定している。 
この研究の具体的な成果としては、ＩＫＯＮＯＳ画像及びレーザプロファイラ並びにＡ

ＳＴＥＲを活用した都市内の緑地抽出とＣＯ２固定量の算定手法の構築があげられる。ま

た、各種の水害リスクの指標算定モデルのうち土地利用等の抽出手法を構築した。さらに、

砂防調査のための衛星画像利用マニュアルなどの作成を行った。具体的な内容は次の通り

である。 
 

衛星運用機関

地球環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ機関

データ受信・蓄積・配信
衛星データ解析ｼｽﾃﾑ

衛星データＤＢ
環境データＤＢ
処理プログラム

森林緑地の樹種・植生
分布ＣＯ2固定量算定

関係省庁研究機関 大学等

国土管理情報基盤
による利活用

高分解能衛星ﾃﾞｰﾀ
ﾊｲﾊﾟｰｽﾍﾟｸﾄﾙﾃﾞｰﾀ

連携
整備局
事務所

良好な生活環境と地球規模の環境保全のための総合研究

 
 

⑥. リモートセンシング技術による都市緑地環境のモニタリング手法の構築 
この研究では、地球観測衛星、航空機搭載レーザスキャナ（以下、「航空機ＬＳ」と

称する）などのリモートセンシング技術による都市緑地環境のモニタリング手法に関す

る研究を実施した。 
平成１４年度においては、東京都小金井公園及び周辺住宅地を対象として、高分解能

人工衛星ＩＫＯＮＯＳと航空機ＬＳによって都市内樹林の樹高、樹木本数などの樹木パ

ラメータを求め、精度検証を行い、また、得られた樹木パラメータを用いてＣＯ2 固定

量の算定を試みた結果、樹高は安定した精度（１～２ｍ程度の誤差）で計測可能である、

樹木本数は精度が不安定である、算定されるＣＯ2 固定量は樹木本数の誤差の影響を強

く受けるといった成果を得た。 
平成１５年度においては、樹高及び樹木本数の誤差補正手法の検討に加え、ＩＫＯＮ

ＯＳの画像情報から直接的にＣＯ2 固定量を求める手法の検討、航空機搭載ハイパース

ペクトラルセンサー（以下、「航空機ＨＳＳ」と称する）による樹種判別の検討を実施

した結果、樹冠形状の異なる針葉樹・広葉樹別に手法や補正値を工夫することで樹高、



 樹木本数の誤差が軽減できる、多変量解析を適用することでＩＫＯＮＯＳの画像情報から

ＣＯ2 固定量の算定が可能である、航空機ＨＳＳは特定樹種の抽出に有効であるといった

成果を得た。 
平成１６年度においては、２ヵ年で開発した手法を自治体スケール（東京都武蔵野市

全域）に適用してＣＯ2 固定量の算定を試みた。使用するリモートセンシングデータは

ＩＫＯＮＯＳ、航空機ＬＳに中分解能人工衛星Ｔｅｒｒａ／ＡＳＴＥＲを加え、さらな

る広域展開の可能性を探った。また、自治体へのヒアリングを通じて、自治体が実施す

る都市緑地総量調査に対するリモートセンシング技術の利用可能性を検討した結果、３

種のリモートセンシングデータに基づくＣＯ2 固定量算定手法のメリット、デメリット

を整理したうえで、、自治体が実施する都市緑地総量調査においても、既存の事業で得

難い情報を抽出できるなどのリモートセンシング技術の有用性を確認した。 
この研究では、リモートセンシングによる都市緑地環境のモニタリング手法の技術開

発を目的として実施してきたが、都市緑地総量調査手法は、研究を通じてかなりの精度

向上が図られたものの「緑の実態調査」の要求精度を完全にクリアするには至っていな

いので、今後は、さらに、センサ、データ側と解析技術の両面で精度向上を推進すると

ともに、自治体と連携してモデル的な調査を行い、運用面の問題点や改善点を明確化し

ていくこととしている。 
また、ＣＯ2 固定量算定手法は、樹木パラメータからＣＯ2 固定量を求めるプロセス

においていまだ誤差が生じており、今後、基礎研究の動向を確認し誤差の軽減を図ると

ともに、国内および国際的に認められる手法として、温暖化防止政策に反映させていく

必要がある。 
 

⑦. 水害リスクの評価に必要な土地被覆状況等の把握手法の構築 
この研究は、水害リスクの評価に大きな影響を与える、土地被覆状況や斜面傾斜等を、

衛星データを用いて取得する手法を明らかにするものである。この研究背景には、地球

温暖化による水害への懸念があり、その対策として、築堤などのハード面のみならず、

土地利用の誘導、住民意識の啓発等ソフト面での長期的な取り組みが計画されているこ

と０がある。すなわち、地球温暖化によってもたらされる水害リスクの算定が課題であ

る。 
平成１４年度は、水害が、単に気候的要因によってのみ引き起こされる現象ではなく、

河川流域の水文・地形的要因と社会経済的要因、及び対策的要因等の複数の要因が絡み

合って引き起こされる現象であることに着目し、観測衛星ＡＳＴＥＲのデータを利用し

て、土地被覆状況・地形等を把握する手法の可能性の検討を行った。具体的は、水害リ

スクの算定に必要なデータの衛星からの取得・処理方法の検討ならびに衛星から取得さ

れるデータの精度の検討を行った。実際に利用した観測データは、森林率、市街化率、

水田面積率、上流部（流出域）における地形傾斜、流域全体の平均傾斜、平地率、平地

の市街地率などとした。 
平成１５年度には、引き続き、取得されたデータから土地被覆状況や地形データ等を

作成し、その精度の向上やその利用方法の可能性を検討した。具体的は、土地被覆状況

や地形データ等の精度の向上方策、ならびに作成されたデータの適用可能性の検討を

行った。 
平成１６年度には、最終年度として、作成された土地被覆状況等のデータを水害リス

ク算定用のデータへ変換する手法についてとりまとめた。 
この研究は、水害リスクの算定に必要な土地利用等のデータを衛星データを用いて把



 握することを目標とするが、さらに、衛星データより作成された土地利用状況分析等の成

果を用いて水害リスクを視覚的に算定・表示することが可能となるので、水害リスクに対

する住民意識を醸成させることにつながり、結果として、災害被害の軽減を飛躍的に実

現することの効果が期待される。 
 

⑧. グランドトゥルースデータを活用した土砂移動現象把握手法の開発 
この研究では、高分解能衛星ＩＫＯＮＯＳ画像と、中分解能衛星ＡＳＴＥＲ画像を対

象として、グランドトゥルース調査（現地調査）の解析手順を併用するなどにより、土

砂移動現象の解析精度を向上させるための手順等について検討したものである。 
この研究の背景には、地球観測衛星においては、現在１ｍオーダーの高分解能光学衛

星画像が入手できるようになり、航空写真の 1/25,000 相当の精度での判読が可能とな

りつつあるものの、新潟県中越地震などの利用事例でも、明らかなように、あくまで航

空写真の代用としての利用方法が主で、衛星リモートセンシング本来の画像解析の利点

を生かした達用がされていないという実情がある。 
特に、砂防分野においての利用を対象にした場合には、流域の状況把握、特に崩壊地

の面的な抽出においては衛星画像の精度が不十分であり、現場での利用を図るにはグラ

ンドトゥルース調査の結果で補足しつつ十分なものに向上させる必要があるのである。 
平成１４年度には、衛星画像を補足する上でのグランドトゥルースによる調査手法に

関する必要事項の検討を行い、平成１５年度には、具体的に、必要事項に沿ってグラン

ドトゥルース調査を実施した上で、そのグランドトゥルース調査成果を活用した衛星画

像解析の実施上の課題を明らかにした。 
最終年度である平成１６年度には、グランドトゥルースによる調査手法を活用した衛

星画像解析事例集を作成するとともに、実際の土砂移動解析を行う上での「解析手順マ

ニュアル（案）」の検討を行った。 
この研究により、衛星観測とグランドトゥルースとの連携という新しい調査手法につ

いて実用的な知見が得られ、また、その実際の土砂移動解析への活用方法について、各

種の方策の可能性が検討された。一方で、現場での検証の結果、現在の衛星センサーの

スペクトル分解能に基づく解析画像を基礎とする場合には、この調査手法の結果だけで

は、いまだ、正確な土砂移動解析に反映させるには十分でないことも確認されている。 
今後、さらに、高精度の観測センサーを搭載した衛星が利用可能になると、今回開発

したグランドトゥルース調査成果を活用した衛星画像解析手法の実用化が期待できる

ことから、研究成果である解析手順についてマニュアルにとりまとめ、国総研資料とし

て印刷配布し活用を図る予定である。 
 

⑨. 衛星データの精密幾何補正、自動補正アルゴリズムの開発 
この研究は、衛星観測データの対地表正規化補正を目的として、誤差要因を分析し、

自動補正アルゴリズムを開発するものである。 
この研究の背景には、高精度の観測性能を有する観測衛星の提供画像には、対地表正

対比率などの衛星姿勢制御管理データが添付されていないために、その観測データから

読み取る観測面積、高度に多くの誤差が見込まれにもかかわらず、補正する有効な手段

がないことが挙げられる。 
この研究では、衛星による地球観測の情報基盤となる衛星データの精密幾何補正の手

法を明らかにするとともに、自動的に補正する手順を明示することとした。 
平成１４年度には、衛星の観測データの精密幾何補正のための衛星データに含まれる



波長データの活用を検討し、幾何学的補正の観点から、理想的な基準画像チップ（ＧＣＰ）

の波長特性及び素材、形状に関する調査および実際に取得可能な波長精度との乖離の整合

化の手法を検討した。 
平成１５年度は、引き続き、ＧＣＰからの受信データを自動的に抽出・補正するアル

ゴリズムを検討したうえで、東北地方整備局のヘリコプター「みちのく号」に試験機を

搭載し、実際に取得した映像を解析して、ＧＣＰによるデータ補正の実用可能性を検証

した。また、幾何補正に利用するＧＣＰ補正手法の標準化を行うとともに、衛星画像デー

タの幾何補正自動化システムの基本設計を実施した。 
平成１６年度は、最終年度として、ＧＣＰを利用した衛星画像データの精密幾何補正

の手法および映像取得の手法についてのマニュアルの作成を行った。 
この研究は、現在、打ち上げられている観測衛星について、受信画像の正規化のため

の実用的な手法としてＧＣＰの活用手法を検討し、そのためのシステム設計やＧＣＰに

よる補正マニュアルなどの作成を行ったものであるが、同時に、この研究で観測衛星に

よって、画像データに含まれるＧＣＰの波長成分は、時間的地理的に一定ではなく、あ

る範囲で変動していることが判明した。また、成果の地整への活用を図るには、標準的

な地図基盤や基準画像チップなどに関する情報基盤データの整備が必要となることも

判明したので、費用対効果の観点から、今後、さらに、実用的な補正精度の許容範囲の

特定などの検討を行なうことにしている。 
 

 

（３） 国土管理情報を円滑に運用し情報公開するための総合研究 
平成１３年度から平成１６年度にかけて、観測衛星によるリモートセンシングデータを

活用した災害・環境の観測手法に関する要領化、道路管理、河川管理、災害管理、環境管

理などに共通の統合的な情報基盤を構築する手順に関する指針化、ＣＡＬＳ／ＥＣにより

電子納品されるＣＡＤデータおよびＣＡＤデータのＧＩＳへの抽出・展開する利用技術の

標準化、国土管理の情報管理における共通基盤となる地理情報システム（ＧＩＳ）を効率

的に構築するため技術開発、精度の高い位置情報を低コストで利用者に提供するために、

車両の走行位置の特定技術、高精度の地図を効率良く作成するために、車両を用いた自動

測量技術や建設時に作成するＣＡＤデータをもとにした高精度ＧＩＳデータの生成技術を

研究したものである。具体的な内容は、次の通りである。 
 
 

人工衛星データ
・植生データ

・気象データ

・土地被覆データ

統計ﾃﾞｰﾀ

主題図データ
・土地利用データ

・土地条件データ

・公園

空中写真

・防災データ

・地域開発データ

道路・河川台帳ﾃﾞｰﾀ

各種ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
・固定資産

・地盤調査

・個別データ

空間データ空間データ

防災 地域住民
との交流

情報利活用

ＧＩＳ

計画・設計
維持管理

関係機関との情報共有

情報の統合化・一元化

統合的な利用環境統合的な利用環境

Internet

i-mode

ＣＡＬＳ／ＥＣ

電子納品

ＤＥＭ

情報再利用

国土管理情報を円滑に運用し情報公開するための総合研究

デジタルコンテンツ

環 境

検 索

登 録

蓄 積

年月 日

情報提供

・測位データ

・観測データ

・画像データ

・ユビキタスデータ

デジタルスキャンニング

デジタル地図

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  
 

⑩. 先端技術を活用した国土管理情報基盤技術の開発 
この研究は、国土管理の現場では、情報化の動き自体が、一般社会のそれよりも遅れ

ていることの解決策の一環として、国・地方自治体・民間がそれぞれ保有する国土管理

情報を相互に交換・共有するために共通の情報基盤となる国土管理情報基盤の構造を明

らかにし、データ・スキーマからなる概念モデルを確立するものである。 
この研究により、効率的な国土利用への情報利用、災害予測のための観測、防災計画

の立案、良好な環境整備に必要な環境情報の蓄積・解析など、国土管理全般に必要とな

る情報の収集、処理、伝達の各段階で、共通の情報基盤が提供されたものである。 
この研究は、平成１４年度に終了し、国土交通省の扱う国土管理情報を人間活動、建

築・都市空間、社会基盤、社会環境、自然環境の５分野に分類体系化し、多目的にかつ

費用対効果の高いものから手戻りなく計画的に整備していく優先順位を判断する基本

的な指針を提供する、「国土管理情報基盤整備の基本指針」としてまとめられ、地方整

備局などの管理主体に配布され活用されている。 
 

⑪. 建設ＩＴの高度化に向けたＣＡＤ標準技術の開発 
この研究は、国土交通省の発注業務の成果物を記録する際の電子化基準となる情報化

手法をとりまとめるものである。具体的には、電子納品された構造物の設計データをそ

のまま修繕や維持管理に活用するために、担当者や請負業者が異なっても、統一した手

法でデータの閲覧、加工、保管などが行えるように、必要なＣＡＤデータの構造を標準

化したものである。 
この研究成果は、平成１４年度に終了し、２次元および３次元ＣＡＤデータの標準記

録手法として、国土交通省の電子納品標準仕様としてまとめられ、行政全般の、建設Ｃ

ＡＬＳ／ＥＣにおける基本技術として位地づけられ、実際の工事請負者の電子納品の技

術標準となっている。 
 

⑫. ＧＩＳを活用した次世代情報基盤に関する研究 
この研究は、道路管理に必要な高精度のＧＩＳデータを効率的に利用する手法として、

管理者相互での共有化手法並びに高精度千都データの作成手法を研究したものである。 
研究の背景としては、実際の道路の維持管理業務では、従来の一般縮尺（1:50,000）

のＧＩＳ基盤では精度が不足しており、実際の管理業務で利用される高精度縮尺

（1:500）が要求されている事情がある。このような高精度のＧＩＳには、多くの費用

と時間がかかるものの、時々刻々変化する道路線形などを逐次反映してなど、道路管理

に活用するうえで魅力的な内容が多く、これを有効活用する手法を研究するものである。 
平成１３年度には、道路構造物の工事完成などにＣＡＬＳ／ＥＣの電子納品として提

供されるＣＡＤデータを道路管理者相互間での多目的利用するため、ＧＩＳの上に、Ｃ

ＡＤデータを展開し、多目的に活用するために、統合的な利用インターフェイスや変換

ミドルウェアの開発を行い、試行的な運用を開始した。 
平成１４年度には、道路管理に必要な道路ＧＩＳの効率的な整備を行うために、調査

車両を用いた自動測量技術について、測量手法の研究を行った。 
今後は、電子納品の成果を活用して、高精度のＧＩＳデータを作成する手法の開発お

よび、一般利用者に供する上での課題を検討していくことにしている。 
 



 ⑬. ハイブリッド型高精度位置特定技術仕様の作成 
この研究は、道路管理において清掃、除雪などの作業車両を安全に高速度でかつ精度良

く実施するためには、走行車両が自位置を正確に把握する必要があることから、容易に

低コストで精度の高い位置情報を取得するための「位地特定パッケージ」の標準化を

行ったものである。 
平成１４年度には、位置特定に関する国際的な技術水準の動向を調査しつつ、利用可

能なアプリケーションの収集に努め、これらの集大成として、管理車両に搭載可能な、

「位置特定パッケージ」を試作した。 
平成１５年度には、ひきつづき、位置特定パッケージの高精度化を図るとともに、イ

ンフラの負担を軽減するための新しい位置特定手法として、電子タグ（ＲＦＩＤ）技術

や固体撮像管（ＣＣＤ）による画像処理技術に着目し、位置特定技術への適用について

検討を行い、初年度に試作したパッケージの改良を行った。 
最終年度の平成１６年には、北陸地方整備局長岡国道事務所にて、実際の冬季の道路

管理業務での、凍結抑制剤散布作業に応用した現場実証試験を行い、維持管理での適応

性を検証した。また、これまで調査検討した高精度な位置特定手法を整理し、とりまと

め詳細版と概要版からなるハイブリッド型高精度位置特定技術仕様を作成した。 
この研究では、現場試験により高精度位置特定技術仕様の効果を確認することができ、

今後、他の維持管理車両での活用を図ることが考えられる。さらに、高精度のＧＩＳデー

タの整備が進めば、より広汎な道路管理のための活用アプリケーションの作成が可能と

なるばかりでなく、高精度のデータの自動作成のための測量車両の走行位置の特定技術

に応用することも可能である。また、より一般的な利用者への位置情報の特定技術とし

て活用の道がひらけるものと期待される。 
 

⑭. 異なるシステムを共通環境で利用するデータ連携手法の構築 
この研究は、地震災害など総合的に災害情報を活用しなければならない場合を想定し、

既存の各種の情報システム相互の異なるインターフェース間での情報の流通手法、およ

び、各システムの異なるデータ形式を変換してデータ結合を容易に行うための連携手法

を明らかにし、「国土管理情報基盤整備の基本指針」の具体的な実現手法として、地方

整備局がすでに保有する異種基本システムを相互接続するための基本的な技術仕様を

開発するものである。 
平成１５年度は、災害対応業務や災害情報システムに関する情報連携の現状の課題に

基づき、移動通信端末（モバイル端末）から、異なる複数の災害情報システムに接続し

て、同時に情報の閲覧を行うプロトタイプの作成を行い、中部地方整備局の河川事務所

などで実際の災害対応への適応性を検証した。 
平成１６年度は、引き続き、固定系の異なる情報システム間のインターフェース等の

ハード技術・ソフト技術の連携手法を明らかにし、これらを連携させる統合ミドルウェ

アを搭載した共有化システムとして「災害情報共有プラットフォーム」の論理アーキテ

クチャおよび物理アーキテクチャの設計、データ辞書の作成、システムの概略設計を行

い、その標準仕様を策定した。 
 

６．研究実施体制 

（１） 実施体制の特徴 
この研究の対象とする基盤・共通技術としては、インターネット・モバイ 



 ル等の情報通信技術、リモートセンシング技術、ＧＩＳ技術、情報基盤構築技術、アプリ

ケーション技術としてのシミュレーション技術等がある。これらは、大学その他関連省庁

の研究機関においても数多くの研究がなされており、プロジェクトの推進にあたっては、

関係機関との連携が不可欠である。専門分野の技術については、積極的に外部から導入す

ることとし、そこに対して、国土管理の需要を具体的に発信できる体制を執っている。 
 
（２） 研究体制の内容 
このプロジェクト研究の実施にあたっては、所内は言うまでもなく、国土地理院及び地 

方整備局等の国土交通省関係機関の他、土木研究所、建築研究所などの国土管理の研究組

織に加えて、専門分野であるところの、宇宙航空研究開発機構、情報通信研究機構、産業

技術総合研究所、大学等と連携する技術交流の研究体制を執った。 
また、各研究課題毎に設置されている委員会、検討ワーキング等において、大学、他研

究機関等の研究者との意見交換、研究情報の交換を行った。 
つくばＷＡＮという研究機関相互を連絡する高速光ネットワークを活用し、各研究機関 

と研究情報を交流することで大量のデータを精度よく、短期間に交換することができた。 
 

ＩＴを活用した国土管理技術の研究実施体制

つくばＷＡＮ
国土交通省
光ファイバ
ネットワーク

本省
地方整備局

地方自治体
河川道路事務所 農水技術会議事

務局

産業技術総合研
究所

国立環境研
究所

研究交流セ
ンター

情報共有

共同研究、研究連携、研究情
報の共有

研究プロジェクトにおける研究情報の共
有、研究フィールドの設定

国土交通本省 土木研究所

国土技術政策総合研究所

情報基盤研究室

建設経済研究室

評価ｼｽﾃﾑ研究室

水害研究室

砂防研究室

地震防災研究室

緑化生態研究室

環境研究部

総合技術政策研究Ｃ

高度情報化研究Ｃ

危機管理技術研究Ｃ

情報基盤研究室

建設経済研究室

評価ｼｽﾃﾑ研究室

水害研究室

砂防研究室

地震防災研究室

緑化生態研究室

環境研究部

総合技術政策研究Ｃ

高度情報化研究Ｃ

危機管理技術研究Ｃ

国土地理院 建築研究所

宇宙航空研究開発機構

情報通信研究機構

大学等

防災科学技術
研究所

ネットワークを活用した研究機関と
の連携・情報共有

地方整備局、地方自治体と連携し
たフィールドにおける実証実験

 
 

７．研究成果と目標に対する達成状況 

このプロジェクト研究においては、研究成果のとりまとめを、防災系・環境系の２分野

の総合研究と、それぞれに共通の観測系・共有系の情報基盤の総合研究という、３つの総

合研究について行った。それぞれの総合研究の成果と目標に対する達成状況を以下に示す。 
 

（１） 災害時の被害を最小化するための総合研究成果と目標達成度 
この総合研究は、代表的な災害である地震災害、洪水災害、火山土石流災害における個々

の観測・解析技術へのＩＴの導入と、これらに共通の衛星モニタリング手法の導入という

防災情報の観測・伝達・共有を一連の技術として総合的に解決することを達成目標とする。

それぞれの課題については、当初の成果目標であった技術指針ないしシステム仕様として



 とりまとめを終えるとともに、共通的な災害情報の体系的なシステム構築研究についても、

具体的に中部地方整備局の総合防災システムの構築設計の中で採用されるに至っている。 
また、国土交通省の実際の災害対策の現場における防災システムの現状に目を転じてみ

ると、このプロジェクトの開始時点では、全国的な施設管理用の光ファイバネットワーク

の整備がほぼ一段落したものの、その利活用については具体的なアプリケーションが不足

していた。現在では、この研究の成果でもあるＩＰネットワークを活用した動画閲覧シス

テムが多くの管理事務所に普及し、災害時に居ながらにして個人のＰＣで所要の災害映像

を検索できる仕組みができあがっている。 
さらに、国土交通省や出先の事務所などでは、ホームページなどで、オンラインで災害

情報などの公開がいろいろの形で行われるようになってきており、国土管理情報や行政情

報の関係機関との共有、一般への提供等についても、一定の役割を果たしている。 
このように、災害時の被害を最小化するための研究成果はすでに国土管理の業務に組み

込まれつつあることからも、初期の目標は達成したと思われる。以下に、具体的に、技術

基準やシステム仕様として、活用されているものを示す。 
①. 洪水観測・解析関連 
氾濫解析データの作成手法と内水・外水の同時解析モデルの構築および氾濫予測用航

空レーザスキャナのデータ標準の構築の分野で、プロトタイプの作成と実災害での検証

を終え、目標を達成している。成果として、指針類の取りまとめも案の段階まで到達し

ており、さらに、適用範囲を拡大していく予定である。 
②. 火山土石流災害観測・解析関連 
リアルタイム火山ハザードマップの作成として、予定していた原因別の２システムの

試作を終えた。目標処理時間内で稼動も確認されており、さらに、シミュレーション作

業をすすめていくことで、実災害へのシステム適応性の検証を行う。 
③. 地震災害観測・解析関連 
地震災害情報システムの必要機能の明確化、地震災害対応業務モデルの構築により、

目標であった大規模地震時の画像・データなどの観測、伝達の最適モデルの構築を終了

した。東海地震を想定したモデル構築が中部地方整備局にて評価されており、次世代シ

ステムの構築仕様として採用されている。 
また、災害時などの衛星リモートセンシングの利用マニュアルが策定され、現場での

画像入手のガイダンスとして活用されている。 
 

（２） 良好な生活環境と地球規模の環境保全のための総合研究成果と目標達成度 
この総合研究は、衛星観測によるリモートセンシングという共通の観測手法を、緑地観

測・土地被覆観測・土砂移動観測という目的別に活用する研究課題と、これらに共通する

衛星観測データの自動補正技術という基盤研究課題の組み合わせのより、環境観測系の技

術課題を総合的に解決することが、当初の成果目標である。プロジェクト研究の結果を見

ると、個々の課題の設定目標に到達しているもとに加え、すでに、実際の現場での利用に

試行的に取り入られる段階までのものも生じている。 
たとえば、地球環境の国際レベルでの保全については、研究の過程で京都議定書にて国

のＣＯ２吸収源である緑地環境のモニタリングの義務が自治体レベルまで課せられるよう

になり、それぞれの自治体で、衛星観測手法による観測について試行がなされるようになっ

ており、その時の基本的な要領にこの研究での成果が利用されている。現在は、国連のす

すめる気象変動国際会議で各国のＣＯ２排出量の測定基準が明確化されたことを受けて、

この研究で提案されている衛星画像からの直接的な算定手法にも注目されはじめている。 



 また、洪水被害の軽減を目的として、自治体レベルでの浸水予想図の作成やそれに基づ

いて避難路を提示するハザードマップの作成が義務づけられる動きがあることから、多く

の市町村から相談が来ている状況である。 
このように、良好な生活環境と地球規模の環境保全のための総合研究の成果は、行政の

場に採用され初めており、当初の成果目標については、達成されていると思量される。以

下に、具体的な達成成果を次に示す。 
①. 緑地観測関連 
リモートセンシング技術による都市緑地環境のモニタリング手法として、当初の計画

に沿って、対象樹種別に高分解能光学センサー、ハイパースペクトルデータなどの活用

方策、ＣＯ２算定手法の試行・検証を終えた。 
②. 土地被覆関連 
水害リスクの評価に必要な土地被覆状況等の把握手法について、予定通り、中精度観

測衛星の利用可能性について実証的な分析を終え、水害リスクの算定とのリンクを行う

ための具体的な手法を明らかにした。 
③. 土砂移動観測関連 
グランドトゥルースデータを活用した土砂移動現象把握手法の開発において、衛星観

測画像と地上調査資料との組み合わせによる土砂移動状況のモニタリングを行う手法

について、当初の目標であったプロトタイプの試作まで実施し、具体的に現場での実効

性を検証した。 
④. 衛星画像利用技術関連 
衛星データの精密幾何補正、自動補正アルゴリズムの開発について、衛星画像の内部

情報である波長データから補正パラメータを抽出する手法について、共通的なマニュア

ルを作成した。さらに、当初の予定にはなかったが、検討過程でヘリコプターの撮像の

水準補正技術が得られ、東北地方整備局の防災減り画像の自動補正に利用されている。 
 

（３） 国土管理情報を円滑に運用し情報公開するための総合研究の成果目標 
この総合研究は、防災系／環境系に共通した課題である国土管理情報の運用面、情報公

開面の技術的解決を行うことが成果目標である。具体的には、道路管理、河川管理、災害

管理、環境管理などで目的別に運用される個別の情報を共通利用するための統合的な情報

基盤の構築技術、並びに、建設・管理の現場における共通の情報管理標準化技術、という

課題構成となっており、それぞれについて、技術指針またはシステム仕様のとりまとめを

終えている。また、地方整備局の実際の業務に利用される技術標準として採用されている

ものもあり、成果目標については達成されたと思量する。具体的な構成成果は次の通りで

ある。 
①. 個別システム間の共通的な情報基盤の構築関連 
ＧＩＳを活用した次世代情報基盤などの研究においては、各種システムが今後、共通

のＧＩＳ基盤などの共通の情報基盤上に情報構築するための基本的な技術指針を作成

し、現場での個別システムの設計方針として提示されている。また、この指針にしたがっ

た具体的なデータ連携手法として、関連防災機関が個々に保有する異なるプラットホー

ム上の災害情報を相互に検索・閲覧するため、モバイル端末を試作し、中部地方整備局

で実際の利用検証をしている。 
②. 建設・管理面での情報管理の支援技術の標準化関連 
建設ＩＴの高度化に向けたＣＡＤ標準化技術の開発で得られたでは「ＣＡＤ標準」に

ついては、建設ＣＡＬＳ／ＥＣの復旧促進施策の一環として、受注業者が完成検査に際



 し従うべき電子納品の技術標準として採用されており、すでに実務に組み込まれている。    
また、管理業務の省力化・無人化などに不可欠なＧＩＳを活用した位置特定技術の研究

で得られた実装プログラム「ハイブリッド型高精度位置特定パッケージ」は、北陸地方

整備局の国道事務所の冬季維持管理業務を通じて試行的に利用されており、検証が進ん

でいる。 
以上のように、この研究を構成するすべての課題において、成果目標を達成している

ということができる。 
 

８．研究成果の活用状況 

このプロジェクト研究成果については、技術標準やマニュアルなどにとりまとめていく

ことが業績面での成果として求められそれについては達成されている。それとは別に、単

に、成果のとりまとめにとどまらず、実際の行政、研究、などに反映され、国土管理業務

の課題解決に先導的、基盤的な役割を果たすべき社会政策的な成果の活用方針がある。 
ここでは、具体的に行政や研究に活用され、効果をあげつつあるものを示し、当初の計

画を達成状況を報告する。 
（１）行政面での成果の活用 
 地方自治体では、都市緑地法に基づき域内の緑化状況を調査し報告する責務があるがそ

の作業は多くのコストを要することから、効率的で精度のある手法が望まれている。この

プロジェクトの成果である、「都市緑地総量調査手法」は、衛星データや航空レーザなどを

利用した広域的な緑地手法として注目されており、いくつかの自治体でも試行的に採用さ

れているところである。 
また、京都議定書では我が国の温室ガス対策の責務が明示されており、第１約束期間に

向けた吸収源対策の報告が喫緊の課題である。このプロジェクトの成果である二酸化炭素

固定量算定手法は、気候変動パネルで規定されている「透明かつ検証可能な方法」の要件

を満足する実効的な手法であり、京都議定所の植生回復報告や気候変動条約上の開発地域

内の緑地面積報告、吸収両報告の具体的な観測手法として、行政の場で採用が検討されて

いる。 
このように、このプロジェクト開始以前には構想段階であった計測手法が、実際の行政

手法として俎上にあがるようにまでになったことは、研究成果の活用可能性を端的に表す

事例といえる。 
（２）研究面での成果の活用 
我が国は、世界の活火山の約１０分の１がある世界最大の火山大国であり、しかも、火

山災害の及ぶ恐れのある地域に多くの生活・生産手段を現有しており、事前の災害対策へ

の研究は自治体などで古くから行われているが、そのやりかたは、風土を重視した地域独

自の経験則に基づくという傾向がある。一方で、このプロジェクトで提唱する衛星モニタ

リングによるハザードマップの作成手法は、短時間で噴火事後の被害予想を精度良く提供

する手法として注目されているが、その観測範囲が広域でありそこに含まれる自治体が共

同で利用することでその効果が格段に改善されることが指摘されている。 
このような経緯から、国土交通省砂防部では、消防庁・気象庁等と連携して火山噴火に

対処するための総合的な対策計画である「火山噴火緊急減災対策計画（案）」に対応した研

究を行うこととしている。 
このように、衛星観測という既往にない新しい手法の登場により、関連する行政機関が

共同で災害研究に当たるということは画期的なことであり、このプロジェクトが思考して



 いる先端的な技術を古典的な研究課題に積極的に導入する先駆的な役割を果たそうとす

る一つの成果活用事例として評価することができる。 
（３）業務面での成果の活用 
平成１７年には、新潟県福島県などで集中豪雨が発生し、また、新潟中越地震など山間

部を中心にした巨大地震が発生し、我が国がいつどこでも災害に見舞われてもおかしくな

いという実情を改めて認識させられた。従前は、災害直後には、パトロールカでの巡回点

検が唯一の状況確認方法であり、夜間休日は特に被害の把握に手間取っていたが、現在で

はＣＣＴＶカメラ映像により、いち早く概況を把握することが可能となってきており、上

記の災害でも、国土交通省の対応の迅速さが評価されている。 
これを可能としているのは、全国的な施設管理用の光ファイバネットワークとこの研究

の成果でもあるＩＴを活用した動画閲覧システムが多くの管理事務所に普及し、災害時に

居ながらにして個人のＰＣで所要の災害映像を検索できる仕組みができあがっていること

が大きな役割を果たしている。 
また、国土交通省や出先の事務所などでは、インターネットを通じて、この本来は国土

管理目的の画像情報を含めて、オンラインで災害情報などの公開がいろいろの形で行われ

るようになってきており、一般への情報公開についても、一定の役割を果たしている。 
このように、ＩＴを利用する今回の研究成果はすでに国土管理の業務に組み込まれつつ

あることからも、成果の活用という面でも初期の目標は達成したということができる。 

 

９．研究成果の公表状況 

このプロジェクト研究成果については、マニュアルなどの形態で公表されているものと、 
論文や発表という形態で公表されているものがあるので、以下に、その内容を示すことに

する。 
 
（１） マニュアルなどの形態での公表状況 
この研究の、研究成果としては、防災・環境といった、国土管理の実際の業務に組み込

まれて、広く普及推進されていくための、標準化、要領化を行うことである。成果のとり

まとめとほぼ同時に、個々のマニュアルが現場に配布されており、実業務に利用されてい

るものもある。 
その結果、災害情報の迅速な収集、被害予測、情報提供等を目的とした従来の情報シス

テムに、他の地方整備局の映像情報を重畳してモニターする機能などが追加されてきてお

り、研究の当初の状況から見ると、情報の利活用については格段の進展が見られる。 
また、環境モニタリング情報の収集・分析、環境アセスメント情報の解析・提供、地球

温暖化モデリング情報の利活用などにも、リモートセンシングをベースにした判断資料が

参照されるようになってきており、行政においてもモニタリングデータに基づいた政策決

定がされるケースがみられる。 
①. 内水・外水同時氾濫解析モデルの試作システムＮＩＬＩＭ２ 
汎用的な氾濫解析手法を導入することにより、安価・簡便に内水氾濫と外水氾濫によ

る時間的、地域的な水位の把握等が可能とするものである。 
そのため、下水道幹線の流出量とその流出波形の河川への重なり方を十分に把握した

上で、河道への過度の負担増とならない対策を検討することが可能となることや、台風

性降雨・雷雨性降雨等の降雨特性に応じて内外水のバランスを考慮することが可能とな



 るため、現在の施設評価はもとより、適切な施設配置の検討等河川・下水道事業による効

果的・効率的な計画や対策の立案に寄与するものである。 
なお、検討結果を踏まえ、現行の「浸水想定区域図作成マニュアル」等への反映が検

討されている。利便性やコストの面等から氾濫解析手法の汎用化が図られることにより、

全国の自治体等で内水氾濫を考慮する必要な地域において、氾濫解析検討の迅速化等が

図られ、都市洪水想定区域等の検討に寄与するものと期待される。 
②. 航空レーザデータ加工ガイドライン（案） 
氾濫解析に必要な河道形状や氾濫原形状を把握し氾濫解析を行い、洪水時において氾

濫すると想定される区域等に関する情報を国民へ提供することを目的に作成されてい

る。 
この利用により、洪水被害の軽減のために氾濫区域図等を活用して、国民へ洪水被害

の危険性を周知するための啓発活動を行うことができるものである。 
③. 災害移動通信端末（モバイル端末） 
異なる基本システムに一つの移動端末からアクセスする目的で試作した端末である。

実際の大雨の時に、実際に利用して頂くことを試みたが、災害時には、普段使いなれた

機器を現場は好んで利用することが判明した。今後は、日常業務で利用促進するための

コンテンツの構築に向けて検討されている。 
④. リアルタイム火山ハザードマップシステム 
災害発生後の逐次的な状況変化に追随する迅速な災害予測システムである。取得デー

タの処理時間とデータ精度の関係を明確化し、ハザードマップ作成システムの試作を

行っている。今後、土砂移動解析要領の際策を予定している。 
⑤. 大規模地震災害における対応業務モデル 
東海地震を想定し、災害情報の管理主体間の交換、現場と中央との共有など災害時の

情報システムの共同利用を図る目的の、災害情報共有プラットフォーム（ＰＦ）と連携

して標準的な防災情報システムの設計指針の構築を目的にするものである。 
また、ＰＦに必要な「データ辞書及びシステムインターフェース仕様」の策定を行い、

中部地方整備局の次世代システムの構築に基本的な指針を与えている。 
⑥. ＣＯ２固定量を算定するための適用要領（案） 
高精度観測衛星ＩＫＯＮＯＳの観測画像、レーザープロファイラー及び中精度観測衛

星ＡＳＴＥＲによる都市内の緑地の抽出結果をもとにＣＯ２固定量を算定する手法を

とりまとめた。 
今後、都市緑化等における吸収量の算定方法の検討に活用され、京都議定書等の報告

に対応した吸収源対策としての植生回復の報告や、気候変動枠組条約の条約インベント

リに対応した開発地内の緑地面積と吸収量の報告に活用されることを予定している。 
⑦. 衛星データ利用マニュアル 
観測衛星の画像データの調査、利用に至る一連の手続きや、利用の方法を解説したも

のであり、リモートセンシング技術など従来なじみの薄い情報を、一般の現場の技術者

が容易に活用することに用いられている。 
⑧. 国土管理情報基盤整備の基本指針 
国土管理情報を保有する国、自治体、公団などが、相互の情報共有を図る上で、あら

かじめ設計段階で考慮すべき技術項目を整理したものであり、それぞれの位置づけなど

に応じて、適切に要件を選択できるように編纂された特徴があり、それぞれのシステム

構築の際に参考にされる指針となっている。 
⑨. 建設ＣＡＬＳ／ＥＣ電子納品ＣＡＤ技術標準 



 国の発注する公共工事の成果のとりまとめに際し標準とするべき内容を体系的に整理

したものであり、技術的に不慣れな請負業者の実情を前提に、手引き的な表現でとりまと

められている。現在では、国の発注条件に、この標準に基づく網人が明記されており、

行政の場で活用されている。 
⑩. 車両位置特定パッケージ 
管理車両がＧＩＳ上での自車の位地を特定するための、位地データの取得、解析、表

示に一巡のアプリケーションソフトであり、既存の管理車両などに容易に搭載、組み込

むことが可能なパッケージソフトとなっている。すでに、冬季の維持管理作業などに利

用さており、管理業務の改善に貢献するところとなっている。 
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⑦. 「市販の航空機レーザスキャナデータを用いた市街地の樹木被覆地における樹高

計測」：日本写真測量学会平成 17 年度年次学術講演会発表論文集（予定） 
⑧. 「グランドトゥルースデータを活用した土砂移動現象把握手法」平成 15 年度砂防

学会研究発表会にて発表 
⑨. 「グランドトゥルースデータを活用した土砂移動現象把握手法」平成 17 年度砂防

学会研究発表会にて発表 
 

１０．新たな課題と研究の方向性 

（１） 最近の技術成果や研究上の知見を反映した継続的な研究課題 
ＩＴの技術進展は著しく、研究計画の時点では想定していなかった新技術や新サービス

が現れることも珍しくないのが実情である。さらに、研究を通じて、自然現象などで予定

と異なる挙動や条件が明らかになったものもあることから、当初の研究計画を越えて、継

続的に研究を行うべき課題がある。以下に、その内容を示す。 
①. 氾濫解析データの作成手法と内水・外水の同時解析モデルの構築 
この研究では、氾濫解析モデルについて、下水道管路内の水位は、観測値と比較して

精度の良い結果を得ることが出来たものの、下水道と地表面を連携するマンホール部に

未解明の水理現象があることが判明したことから、この部分の解決を図り、より適応性



 のある内水・外水同時氾濫解析モデルの作成を行うことにしている。 
②. 氾濫予測用航空レーザスキャナのデータ標準の構築 
この研究では、平成１６年度までに得られた「航空レーザデータ加工ガイドライン

（案）」の検証を実施したモデル河川が限られていることから、さらに適用範囲を一般

化するために、様々な河川にガイドライン（案）の適応性を検証していくことにしてお

り、その結果、不十分なことがあれば、ガイドライン（案）を適宜修正する予定である。 
③. リアルタイム火山ハザードマップの作成 
この研究では、平成１７年度からは、国土交通省砂防部が、消防庁・気象庁等と連携

して火山噴火に対処するための総合的な対策計画である「火山噴火緊急減災対策計画

（案）」の作成に着手することに対応した研究を行うこととしている。 
この計画は、火山毎に噴火シナリオを想定して、通常の事業では十分に対処しきれな

い巨大災害時（溶岩流・火砕流等）を対象として取り組むべきハード対策、ソフト対策

をまとめるものであるが、この研究の成果であるリアルタイム火山ハザードマップ作成

システムが、ソフト対策の重要なツールとして活用される予定である。 
④. 災害情報システムの必要機能の明確化・災害対応業務モデルの構築 
この研究では、平成１７年度からは、東海地震を想定した業務モデルに基づき、中部

地方整備局での災害情報システムの改良と実装を行うことにしており、防災演習などで

業務モデルに基づいた災害情報の動きを実検証することを通じて、最終的な業務モデル

の解析・構築手法の取りまとめをおこなう予定である。 
今後、中部地方整備局での実証実験をもとに、他の地方整備局や県、市町村などとも

連携したより広範囲を対象とする災害支援情報システムの構築へと発展することを目

標としている。 
⑤. 異なるシステムを共通環境で利用するデータ連携手法の構築 
この研究では、「災害情報システムの必要機能の明確化・災害対応業務モデルの構築

の研究」で開発された東海地震を想定した業務モデルに基づき、「災害情報共有プラッ

トフォーム」を中部地方整備局で構築し、その運用を通じて、課題を検証する予定であ

る。 
今後は、このシステムをプロトタイプにして、他省庁・地方自治体・市民との連携を

はかれるようなシステムが構築されていくことを想定した展開を思考している。 
 

（２） 今後の研究の方向性 
国土管理の高度化については、近年、国民の関心が高かまっていることは、各種の調査

で示唆されている。これは、昨年の新潟県中越地震のような大きな災害が続いていること

から、安全な国土、安全なくらしへの意識が強くなっていることの現れであるといわれて

いる。 
一方で、国土のおかれている環境は依然厳しいものがあり、国土交通省としての継続的

な努力が求められている。その課題解決の方法が、ＩＴなどを活用したソフト面での対応

の強化であるという行政認識は、今後もこの傾向が強まれども弱まることはないと思われ

る。 
さらに、ｅ－ｊａｐａｎ戦略を通じて、国土情報基盤は格段に進展している事に加えて、

ＩＴの進歩は日進月歩であり、ニーズ面・シーズ面とも、ＩＴを活用した国土管理技術に

関する研究の機運は高まっているといえる。 
このように、この分野への研究開発の期待にこたえ、このプロジェクトで先鞭をつけた

研究の流れを引き継いで行くことが必要である。 



 具体的には、今後は、高度成長期などを通じて大量に供給された公共事業の成果である

社会資本が本格的に維持管理、更新の時代を迎えていくことを鑑み、国土管理を日々実際

に行う技術者の目視点検などの管理業務を支援して、限られたリソースの中で、老朽化の

進む多くのストックを的確に管理していく視点が重要である。 
今後、さらに、ＩＴの技術進展を注視しつつ、国土管理のインテリジェント化に向けた

研究を進めていくべきと思われる。 



「ＩＴを活用した国土管理技術」研究マップ

① 災害等に対応した人工衛星利用技術に関する研究
② 氾濫解析データの作成手法と内水・外水の同時解析モデルの構築
③ 氾濫予測用航空レーザスキャナのデータ標準の構築
④ リアルタイム火山ハザードマップの作成
⑤ 災害情報システムの必要機能の明確化・災害対応業務モデルの構築

⑥ リモートセンシング技術による都市緑地環境のモニタリング手法の構築
⑦ 水害リスクの評価に必要な土地被覆状況等の把握手法の構築
⑧ グランドトゥルースデータを活用した土砂移動現象把握手法の開発
⑨ 衛星データの精密幾何補正、自動補正アルゴリズムの開発

⑩ 先端技術を活用した国土管理技術の開発
⑪ 建設ＩＴの高度化に向けたＣＡＤ標準技術の開発
⑫ GISを活用した次世代情報基盤に関する研究
⑬ ハイブリッド型高精度位置特定技術仕様の作成
⑭ 異なるシステムを共通基盤で利用するデータ連携手法の構築
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